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国・地方デジタル共通基盤推進連絡協議会ワーキングチーム（第４回） 
議事要旨 

 
１．日 時 令和７年５月 15 日（木）10:00～12:00 
２．場 所 オンライン開催 
３．出席者 
   池田 博之  山口県総合企画部長 
   伊藤 正樹  愛知県一宮市総務部長 
   深澤 文仁  秋田県美郷町企画財政課長 
   浦上 哲朗  内閣官房デジタル行財政改革会議事務局参事官 
   折田 裕幸  内閣官房デジタル行財政改革会議事務局参事官 
   川野 真稔  デジタル庁統括官付参事官 
   吉浜 隆雄  デジタル庁統括官付参事官 

若月 一泰  デジタル庁統括官付参事官 
浅岡 孝充  デジタル庁統括官付参事官 

   向井 ちほみ デジタル庁統括官付参事官付企画官 
   犬丸 淳   総務省自治行政局住民制度課長 
   君塚 明宏  総務省自治行政局行政経営支援室長 併任 地域 DX推進室長 
          （代理 総務省自治行政局行政経営支援室 課長補佐 阿部 辰雄） 
   志賀 真幸  総務省自治行政局地域情報化企画室長 

  名越 一郎  総務省自治行政局住民制度課デジタル基盤推進室長 
  
４．議事概要 
(1) 共通化について 
① 令和６年度共通化の対象候補に係る共通化推進方針案について 
浦上ワーキングチーム・メンバー（デジタル行財政改革会議事務局参事官）から資料１に基

づき説明し、対応（案）のとおり進めていくこととなった。 
 
＜ワーキングチーム・メンバーからの主な発言＞ 
・ タイトなスケジュールの中で関係省庁との調整したことについて感謝。事務局において、
関係省庁と調整した共通化推進方針案については、賛成したい。 

・ 今後、各府省庁において進められる具体の検討にあたって、これまでの基本方針の策定
や共通化候補の選定などと同様に、地方自治体への意見紹介や個別ヒアリングなど、地方
の意見やニーズを的確に把握するなど丁寧な取り組みをお願いしたい。 

・ この際、これまで本ワーキングチームで地方と一体となって取り組みを進めてきた内閣
官房、総務省、デジタル庁は、これまでのノウハウも活かしながら、各府省庁 DX推進連
絡会議の枠組みを活用して積極的に調整役を担うなど、支援をお願いしたい。 

・ 20 業務の標準化と同様に、今後、システムの共通化にあたっても、移行経費やランニ
ングコストが課題となる可能性がある。より多くの団体で共通システムの導入が実現す
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るよう、新たなシステムの検討にあたっては、利用料や移行経費の低廉化、適正化を図る
ようあらためてお願いしたい。 

 
② 共通化対象の呼称について 
浦上ワーキングチーム・メンバー（デジタル行財政改革会議事務局参事官）から資料２に基

づき説明し、資料に記載のとおり呼称していくこととなった。 
 
③ 各府省庁 DX 推進連絡会議（第 3 回）・デジタル社会推進会議幹事会（第 18 回）合同会議
について 
折田ワーキングチーム・メンバー（デジタル行財政改革会議事務局参事官）から資料３に基

づき説明した後、状況を共有した。 
 
 
(2) 自治体情報システムの標準化・ガバメントクラウド移行後のシステム運用経費について 
吉浜ワーキングチーム・メンバー（デジタル庁統括官付参事官）から資料４に基づき説明し

た後、ワーキングチーム・メンバー間で意見交換を行った。 
 
＜ワーキングチーム・メンバーからの主な発言＞ 
 
○検討項目１ 運用経費の構造や実態はどのようになっているか 
 
（ソフトウェア借料・保守料について） 
・ 中核市市長会のヒアリングで指摘があった項目ではあるが、そもそも「ソフトウェア借
料・保守料」とは何か。例えば、スマホにアプリを入れた時に課金されるアプリの料金の
イメージか。その経費には、①標準仕様書に基づいて既にシステムを改修した費用と、②
契約期間中に生じるであろうUIの改善等のソフトウェアの改修費用の 2つが入ってると
いうことか。元をたどると、ほぼ開発側の人件費ということか。 

→ おおよそそういうことだろうと思うが、様々なパターンがある可能性がある。 
 
（システム運用作業費とその他の保守料との関係について） 
・ 「システム運用作業費」とは何か。「ソフトウェア借料・保守料」や「ハードウェア借
料・保守料」には、「保守料」が入っているが、「システム運用作業費」には、それらの
保守料は含まれていないということか。ソフトウェアの保守とハードウェアの保守を抜
いた、運用作業費とは一体何なのか。 

→ ベンダーの見積りや請求書の作り方次第だが、国でも「デジタル・ガバメント推進標準
ガイドライン」において情報システムの運用経費の項目を示している。その分類の考え
方から言えば、「ソフトウェア借料・保守料」は、主にソフトウェアそのものの開発、
アップデート費用。「ハードウェア借料・保守料」は、主にハードウェアのアップデー
ト費用。「システム運用作業費」は、「情報システムの正常な稼働を保持するために行
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うファイルの管理、アプリケーションの設定等の管理、障害に対する予防等の措置など、
仕様変更や構成変更を伴わない情報システムの技術的及び管理業務の実施に要する経費」
となっており、例えば、問い合わせ対応等がある。「システム運用作業費」は、残念な
がらまだすべてが自動化されておらず、人も関与してくるので、こちらも人件費がメイ
ンではないか。 

 
（運用管理補助委託費等について） 
・ 最大の疑問は、「システム運用作業費」とガバメントクラウドとの関係。ガバメントク
ラウドには、「運用管理補助委託費」や「通信回線費」が、「システム運用作業費」とは
別に生じているということか。 

→ ガバメントクラウドという今までと違う新しい環境になることに伴い、ガバメントクラ
ウド特有の運用管理の補助を委託した場合に、その費用は別途取ることが技術的にも可
能であろうという前提で、この経費項目を設けている。ベンダーによっては既存のハード
ウェア借料・保守費や、既存のシステム運用作業費と一体になって自治体に請求している
ケースもある。特に今までと違うのは、例えばガバメントクラウドの場合は、自治体にア
カウントが振り出され、振り出されたアカウントをベンダーに管理してもらうので、運用
管理委託費が必要になる。例えば共同でサーバを使いたい時に、使った共同利用のサーバ
利用料を按分しないといけないが、その按分作業はベンダーにお願いしないといけない。
ガバメントクラウドのスキーム特有の委託費で、デジタル庁から契約の雛形をお示しし
ており、その経費は、分けて出すことも可能ではないかということで整理している。 

→ 新たに生じるそれらの作業は、本来、同じ人が１名でやれば費用を抑えることができる
かもしれないが、後ほど記載されているように、基盤が異なるため、別々の人が実施する
ことになって経費が増加してしまっているということか。 

→ そのようなケースも多いと考えられる。20 業務以外も全部ガバメントクラウドの基盤
を使えば、一体的に運用できるという議論はある。 

→ 仮に、ガバメントクラウドに全部来たとしても、複数ベンダーのパッケージシステムを
運用する場合には、別途、運用管理補助者が必要になってくるのではないか。 

→ マルチクラウドになると、なおさらそうなる、ということかもしれない。 
 
（クラウド利用料について） 
・ 記載がないが、これは「ガバメントクラウド」の利用料ということでよいか。 
→ よい。 
→ 県内の自治体にヒアリングしたところ、ガバメントクラウドの利用料は、インスタンス
サイズや稼働時間が、費用を押し上げているというようなことも聞いている。また、既存
クラウドに残る業務があることも費用全体を引き上げている原因であるという意見を聞
いている。 

 
（国が定める経費項目について） 
・ 経費項目にはこういうものがあり、それぞれ、こういう経費である、ということは、国
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のシステムにおいて標準的に定めたものがある、ということか。 
→ ある。自治体に調査するときも、この経費項目を使うようにしてきている。ガバメント

クラウドの先行事業の中の経費区分もこのようにしている。
→ 他方で、5 ページ以降の実例は、例えば A 市は「ソフトウェア借料・保守料」ではなく
「ソフトウェア関連経費」とある。名前は違うが中身は同じなのか、名前も中身も違うの
か。国の示す経費区分は浸透していないのか。

→ 自治体はこれまでそれぞれの予算の立て方に合わせて経費項目をベンダーに求めてき
た過去の経緯がある。例えば、A 市は、いわゆる保守費も含めて、ソフトウェア関連経費
という区分で計上しているが、ソフトウェアの借料も保守経費も入っているので、内容とし
ては「ソフトウェア借料・保守料」と同じである。

→ デジタル庁は、自治体や事業者から名前が違う経費項目で報告されたとしても、その経
費項目の中身をよく聞けば、国が示している経費項目に対応して分類し、分析することが
可能なのか。

→ ソフトウェア関連経費の中がどの程度ソフトウェア借料で、どの程度が保守経費なの
か、という点は、ベンダーにきちんと出してもらわないといけないので、一定のハードルは
あるが、我々が今回示した分類のどの経費区分に当たる経費なのか紐付け可能だと認識
している。

（都道府県による調査） 
・ 基幹 20 業務のガバメントクラウドの移行に伴う都道府県内の市町村の運用経費の増減
の把握状況について、全国知事会を通じて緊急調査を行ったところ、管内市町村のシステ
ムの運営経費の増減について 27 の都道府県が把握している。把握している中では、2～3
倍に増加している団体が 14 団体、3 倍以上増加しているのは 7 団体。運営経費の増加へ
の対応として国に求める事項としては、36 の都道府県が、確実な財政支援措置を挙げて
いるというような状況。

（20 業務のシステムのうち都道府県が主体となる２業務のシステムの移行後の運用経費の
見込み） 

・ 20 業務のうち、都道府県が主体となる 2 業務（生活保護及び児童扶養手当）のシステ
ムについて、全国知事会を通じて緊急調査したところ、これらの運用経費についても、か
なりの都道府県において増えている。

○検討項目２ 運用経費の増加の原因について

（「②「ソフトウェア借料・保守費」、「システム運用作業費」について、標準化の移行期
限に間に合わせるために標準準拠システムのパッケージや運用が十分にクラウド最適化
できていないことにより増加」について） 
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・ ②について、標準準拠システムのソフトウェアが十分にクラウド最適化できていないこ
とと、そのソフトウェアの運用が十分にクラウド最適化できてないことの、２つのことが
書かれているが、それぞれ何をどうしたら十分にクラウドに最適化できた、と言えるのか。 

→ ほとんどの自治体は、現行の環境で 1 番運用しやすく、コストがかからないシステム最
適化をされていると思われる。今度ガバメントクラウドで標準化をする場合は、同じよう
に、ガバメントクラウドに最適なアーキテクチャーでシステムを構築し、ガバメントクラ
ウドに最適な運用が必要だが、今時点でアーキテクチャーや運用をガバメントクラウド
に合わせた形で最適化できていない。 

→ 最適化された世界がどんなものなのかがわからないと、最適化できてないと指摘されて
も何のことかよくわからない。特に運用については、しっかり示しているのか。それとも
これから探っていく話なのか。 

→ 一例だが、クラウド利用料は使った分だけ課金される仕組み。使わない時間帯、例えば
深夜や休日において、クラウドの設定を完全に落とすか、非常に低い状態にするような設
定変更を柔軟にきめ細かくやることで、コストの削減ができる。オンプレ時代ではそうい
うことが不要だったが、クラウドではそういうことをやっていただかないと無駄なクラ
ウド利用料を払うことになってしまう。 

→ それは 1つの例なのだろうが、商流を含めて考えないといけないのではないか。 
→ ソフトウェア借料・保守費の増加要因には、様々な要因がありうるため、ベンダーに確
認する必要があるのではないか。 

 
（「③「システム運用作業費」等について、ガバメントクラウドに移行するシステムとガバ
メントクラウドに移行しないシステムがあり、二重の基盤・ネットワーク管理費用が発生
することにより増加」と「⑤「ソフトウェア借料」や「クラウド利用料」について、ガバ
メントクラウド移行により、システム提供事業者が、システムと基盤の一体提供ができな
いことにより増加」の違い） 

・ ③も⑤も、どちらも「二重の基盤」ということが書かれているように見えるが、違いは
何か。③は、システムの中には、ガバメントクラウド移行するものとしないものがあるこ
とに伴う問題について言及してあり、そのうち、ガバメントクラウド移行するシステムに
ついて⑤の課題を言及している、という理解でよいか。 

→ そのとおり。⑤は、移行後は、基盤は CSP が提供していて、アプリケーションの方は
アプリケーションベンダーが提供していることで、分かれていることを課題にしている。 

 
（「④「クラウド利用料」、「システム運用作業費」等について、非機能要件の標準※に適
合させるため、増加につながっている可能性」について） 

・ ④については、高く設定している非機能要件があるかもしれないということだが、具体
的にはどういうものなのか。 

→ 具体的な点は議論中である。例えば、バックアップの問題や、災害が起きた後の復旧の
時間軸など、非機能要件の全ての項目について、現在、有識者の意見を聞いている。 
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・ 非機能要件について、サービスレベルがより高くなっているものについて見直しをかけ
ると、「（2）サービスレベル向上に伴うもの」として位置付けられている「⑨ 「クラ
ウド利用料」について、現行システム基盤と比べて、サービスレベル向上（セキュリティ
レベルの高度化、大規模災害対策の実現等）に伴う価格差がある」については、下がるこ
とになる。④と⑨は背反するという理解でよいか。 

→ ガバメントクラウドに移行することによってサービスレベルが向上し、自治体のセキュ
リティ含めた水準が上がるというところはある。ただ、それが 100％必要なものかどうか、
という疑問を自治体からももらっている。例えば、非機能要件の見直しの中では、セキュ
リティに関わるものはさすがに落とすことは難しいというのが共通認識だが、団体が受
容できるのであれば、上げ下げすることも可能なのではないかという意見がある。今の非
機能要件の標準は、上げ下げの余地がない形になってしまうところもあるので、選択肢の
幅を設けられないか、という議論をしている。結果、当該団体がそのサービス水準を少し
下げてでも問題ないですとなれば、費用面で下げられる可能性はあるのではないか。 

 
（「⑦「ソフトウェア借料」について、事業者の開発経費（投資）の回収の観点で増加」に
ついて） 

・ ⑦については、中核市市長会が熱弁をされていたところと認識している。かっこ書きの、
費用が増加する理由の 3点はよく整理されているのではないか。 

・ 1 ポツ目に関連し、中核市市長会の主張は、国で定めた標準仕様書に従った改修なのだ
から、なぜここを国費で見てくれないのか、ということかと思う。開発経費はデジタル基
盤改革支援補助金の対象外であるとされているが、どのような理屈か。 

→ 補助金の考え方が決まっているのは、標準化の基本方針であり、そこでは移行経費につ
いて、上限はあるが、10分の 10 で補助するということである。ガバメントクラウド上で
SaaS で提供することになれば、ソフトウェア開発料も含めて SaaS の利用料で回収すると
いうビジネスモデルとなるのだろうという共通理解があり、補助金の対象外としていた
と思われる。ただ、ソフトウェア利用料にオンされてしまう開発経費について、利用料で
回収するという大前提のままでいいのかどうか、国起因の制度改正に伴うものであれば、
何らかの形で国費を出してその利用料を下げていくということは当然ありうるものであ
り、整理が必要ではないか。 

 
・ 2 ポツ目について、標準化前のシステムには制度改正に伴う国費を投入するが、標準準
拠システムには制度改正に伴う国費を投入しないとある。これは、何かロジックがあるの
か。20 業務の標準化という、これまで誰もチャレンジしたことない大掛かりな新しい取
り組みをまさにやってるので、時間を要している間に、世の中は動いているので、その対
応のため、様々な制度改正が入ってきてしまい、その中でどう整理するのかをあまり明確
にできないままきているのかな、という印象を受けている。 

 
・ １ポツ目に「一般市や小規模町村の現行システムの機能を増強する」とある。サービス
レベルは向上してるのならば、「（２）サービスレベル向上に伴うもの」に記載されても
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よいと考えるが、記載されていないのはなぜか。 
→ 中核市の中でも、標準準拠システムに具備されている機能が足りないとする団体もあれ
ば、そうではないという団体もあり、マクロでとらえると必ずしもすべてが機能増強とは
言えないだろうから記載しなかった。 

 
（（１）～（４）の仕分けについて） 
・ 非機能要件とか仕様書が標準化されて機能増強した部分があって、それがコスト増にな
ってるということだが、一方で、「（２）サービスレベル向上に伴うもの」として、ガバ
メントクラウド移行でサービスレベルが向上しているとされている。ガバメントクラウ
ドの利用は努力義務があるのだから、できるだけガバメントクラウドを使うということ
で使っているので、サービスレベルが向上しているが、それは「（１）構造的な要因」な
のではないか。 

・ 「（１）構造的な要因」に位置づけられているものの中でも「（２）サービスレベルの
向上に伴うもの」もあるので、（１）と（２）を分けているのは、なぜか。そういう意味
では、「（３）自治体の現行システムの状況によるもの」も、「（１）構造的な要因」で
はないか。確かに、「（４）外部要因」は独立してると思うが、（１）、（２）、（３）
をあえて分ける意味はあるか。 

→ ご指摘のとおり、大きく分けると（１）から（３）までのグループと（４）に分かれる。
（１）から（３）までについては、より分かりやすくするために整理をしたつもりである
が、ご指摘も踏まえ、少し考えさせていただきたい。 

→ 今後の議論として、構造的要因に伴うものは国が対応するが、サービスレベル向上に伴
うものは何もしない、という議論になるのは、自治体からすると納得できないのではない
か。自治体から見れば、ガバメントクラウドは構造的要因ではないか。 

→ ｐ２０の対策のマトリックスを見れば理解されるものと思うが、サービスレベル向上に
伴うものに区分したからといって、対応しないというつもりで分けたものではない。 

→ 「（３）自治体の現行システムの状況によるもの」については、対策のマトリックスに
は入っていない。 

→ そこは、ファクトであり、対策の部分には入れてはいない。 
→ 今後の議論で、実際に（３）に該当する自治体がどういう扱いになるのかで、自治体か
ら意見が出る可能性はあるのではないか。 

 
（①～⑧までの順番を含めた原因についての体系的な説明） 
・ ①～⑧、さらに、⑨も含めて、それぞれパーツごとには理解できるが、首長や議会に聞
かれたときに、構造的に説明することが難しい。ｐ１１のイメージ図に、運用経費が増加
する原因がプロットされているようであるが、①～⑧と対応しているわけでもない。①～
⑧までの順番も含めて、どういう考え方で書かれているのか。 

→ 時系列で記載している。ガバメントクラウド先行事業など、昨年の中間報告時点で分か
っていたことを、①から③まで記載した。その後、自治体の声として、非機能要件の話が
あり、2 月の検討会で議論しているので、④とした。さらに個別の要因分析を深め見積精
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査も進める中で、さらに判明してきたものは⑤～⑧と記載している。 
→ 内部的な理由に感じる。自治体職員が首長や議会にも体系的に説明できるように、工夫
すべきではないか。 

 
 
○検討項目３ 運用経費問題への対応としてどのような対策が考えられるか。 
○検討項目４ 標準化基本方針で掲げている運用経費等に係る目標との関係をどのように
考えるか。 

 
（実施中の対策、短期的・中期的な対策について） 
・ 「d クラウド利用料の更なる各種割引等の交渉」について、記載内容が抽象的。大口
割引や長期継続割引は、現状どうなっていて、今後、どう拡充していくのか。また、為替
変動リスクへの対応とあるが、何をどうやって対応するのか。 

→ クラウド利用料は、これまでも大口割引等に取り組んでいる。例えば、AWSは 20％割
引を目標にしている。我々としては、さらに 20%以上の割引や、利用料以外の恩典をと
るように努力している。 

・ 「e クラウド人材の育成」について、各市町村は大小があり、人材の確保にも差がある。
チェックリストを提示されても、活用できる人材も少ない。人材の確保、育成に支援が必
要ではないか。 

・ 「ｈ 制度改正等に伴う標準仕様書の改定ルールの徹底や財政措置」は、中核市市長会
が強く指摘していたが、今後のことだけでなく、これまでのこともしっかり整理した方が
よいのではないか。 

→ 標準化の基本方針を改訂する前も、デジタル庁としては、ドキュメントとしてルールを
各省に示していた。徹底するため、昨年、閣議決定文書にひきあげている。これまでも取
組をしているが、今後も引き続き取り組んでいきたい。 

・ ｐ２６に都道府県の役割が記載されているが、DX 推進体制の活用等による市町村支援
については、現在すでに 45 の団体が取組を行っている。相談対応や情報提供、研修会等
の開催、都道府県によって様々な取り組みをしている。国は、都道府県が創意工夫を図り
ながら進めている市町村支援の取り組みが加速されるよう、支援していただきたい。 

・ ガバメントクラウドの接続回線あるいは運用管理補助者等の共同利用・共同調達の推進
について記載されているが、どのような形の接続改善が費用の低減、低廉化につながるの
か、各団体で構築しているネットワークの構成が異なるため、一概に言えないところがあ
るのではないか。国として、エビデンスに基づく具体的な方針を示していただきたい。 

・ また、ガバメントクラウドの接続改善の共同利用など、国がコスト低減に資する全国の
先進事例を取りまとめて、それを情報提供し、類似の事例を横展開していくことで、共同
利用、共同調達についての市町村の検討も進むのではないかと考えているので、支援をお
願いしたい。 

 
（適切な競争環境にないことについて） 
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・ そもそも、令和 7 年度末までの標準化への移行期限が示され、定められた移行期限の中で
開発コストが増大となったベンダーは、その費用を回収するためにシステム運用経費を上乗
せしているのではないか。この点、前回の中核市市長会ヒアリングの事例や、特に町村レベ
ルではデジタル人材の不足などもあり、これまでの間、十分な見積もり精査や、ベンダーを
比較検討し、ベンダーの変更も含めた選択をするにはあまりにも期間が限られていたという
事情もある。そういった競争原理が働かなかった、という事情を考慮すべき。 

・ ランニングコストの低減のためには、ベンダーロックインやクラウドロックインがかかっ
ていない適正な競争環境の下でベンダー等に競争を行わせる必要があるのではないか。 

・ 今後、各種対策を行っていくにあたり、ベンダーロックインやクラウドロックインが生じ
うる、疑われるような状況があればそれを除去していく、新たに対策を打つ場合にはロック
インが生じないように慎重に検討する必要があることに留意が必要ではないか。 

 
（事業者との対話について） 
・ 現状、事業者から自治体への説明が、十分ではない。ある市では、何度内訳を問い合わせ
ても回答してもらえないという話もある。別の市では、問い合わせの回答に対して他のベン
ダーが安すぎるのではないかといったような回答があったとも聞いている。丁寧な回答とは
言い難い。ベンダーからの改善策の提案もない。特にデジタル庁は、ベンダーへの指導の徹
底をぜひお願いしたい。 

・ 国と地方が協力し、当面（令和７年度及び令和８年度）のランニングコスト削減に全力を
上げる必要があり、その際には、ベンダーの協力を求めることが不可欠ではないか。「事業
者に期待される取組」として、見積内容を丁寧に説明するとあり、それは重要な第一歩では
あるものの、そこからランニングコスト削減につなげる道筋が必要ではないか。 

・ ベンダーが短期間での料金回収や危険負担の上乗せをしている可能性があるとのことだ
が、それに対して、有効な対策が必要ではないか。なお、運用実績に基づいた改善策の提案
やモダン化等は、令和９年度以降の対策として位置付けるべきではないか。 

・ 県内のいくつかの自治体にヒアリングを行った。ガバメントクラウドの利用料やその他運
用経費の増加等々の意見があったが、特にソフトウェア借料・保守料の増については、市町
村が直接交渉しているフロントベンダーは、開発元である大手ベンダーがパッケージにした
ものを活用しているため、フロントベンダーに頼んでも利用料の見直しは難しいという意見
があった。また、ベンダーの説明についても、ソフトウェア借料・保守料の内訳などの説明
を求めても、ベンダーから十分な説明が得られず、対応に苦慮しているとのことであった。 

・ 市町村の契約相手のフロントベンダーと、ソフトウェアを開発しているベンダーが異なる
場合があることも考慮すると、ランニングコストを削減するためには、ソフトウェアを開発
しているベンダーに協力や提案を求めるなど、ベンダーとのより踏み込んだ対話が必要では
ないか。 

 
（国の責任と財政措置の必要性について） 

・ 20 業務の標準化は、国主導で推進してきたことが大前提であり、その結果、自治体が多
大な財政負担を強いられる状況に現時点なっている状況を踏まえ、国の責任として一段と
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踏み込んだ支援や対策を講じるべきではないか。 
 
・ 移行経費については、自治体ごとに定められたデジタル基盤改革支援補助金の上限枠を既
に上回る見込みとなっており、システム移行に伴い発生する費用にも関わらず対象外とされ
ている経費も多くあり、全額国費で措置を願いたい。 

・ 加えて、上限額の通知について、早急に提示していただきたい。 
・ 移行経費は、毎週変わるくらい動いているので、定期的に調査し、最新の見積もり結果に
よる上限額の柔軟な見直しをしていただけると大変ありがたい。 

 
・ 運用経費については、資料 4 の 5 ページから 9 ページにかけて、デジタル庁が把握して
いる、現時点で見積もられている運用経費の例や、それを踏まえた 16 ページの自治体規模
別の現行システムの移行後の運用経費のイメージを見ても、デジタル庁としても移行後の運
用費用が増加傾向である分析をしている。したがって、地方自治体の独自調査に基づく緊急
要望も踏まえて、増加費用に対する財政措置は全額国費でお願いしたい。 

・ 運用経費については、現状の経費から増加をする分については、全額補助でお願いしたい。
市によって地方交付税の不交付団体もある。不交付団体も対象に加えていただきたい。 

・ 例えば、ガバメントクラウド利用料について、標準化 5年延長の期間は全額国費で措置す
るのはどうか。自治体にとっては、早期移行へのインセンティブが生まれるほか、この５年
の間にしっかり運用経費を抑える取組みをし、5 年後に最大のボリュームディスカウントを
受けた状態となるのではないか。デジタル庁が所管する部分でもあるので、デジタル庁が責
任を持ってベンダーの運用改善点も直接意見できるのではないか。 

 
（短期的・中期的な対策の効果がでるまでの間の対策） 
・ 資料４に記載する対策は、確実に効果が出るような取り組みをお願いしたいが、運用経費
等の 3 割削減という目標の中で、自治体によっては、令和 7 年度予算措置でさえ苦慮して
いる状況を考えると、今まさに、財政負担軽減効果が見えない現状と、今後の見通しにも
危機感を持っている状況にある。経費削減の効果が出るまでの間のかかり増し費用につい
ては待ったなしの課題となっており、全額国費で対応することをお願いしたい。 

 
（当面の進め方） 
・ 今回、20 業務の標準化について、このワーキングチームの場において議論できることを
大変感謝している。これまで、標準化についてはこういう機会がなかった。ぜひ今後も引
き続き、一定のめどがつくまで継続的にこのワーキングチームで標準化について議論を深
めてはどうか。 

→ まずは、6月にデジタル庁が対策案を作り、連絡協議会としてしっかりと意見を言うこと
が重要。当面、いくつか事業者へのヒアリングと指定都市市長会へのヒアリングを行い、
その結果を踏まえ、次回WT で議論していく。 

以上 


